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長野県議会総合５か年計画研究会報告書 

 

 

１ 経 過 
 
  令和３年11月４日、知事と正副議長・各会派代表者との懇談会において、知事から、

現行の総合５か年計画の策定時と同様、次期総合５か年計画の策定について、県議会

と意見交換をしながら進めていきたいとの話がありました。 

これを受けまして、長野県の実情や将来像などについて、県議会と執行部とが意見

交換を行っていくことは大事なことであるとして、正副議長の提案のもと、同月17日

の各会派代表者との打合せ会議において、長野県議会総合５か年計画研究会の設置が、

全会派の賛同により了承されました。 

全会派から選出された各委員は、計画策定の進捗に合わせて執行部から説明を伺い、

意見交換を実施し、議論を深めてきました。 

 

２ 活動状況 
 
 令和３年12月８日（第１回研究会） 

【協議事項】 研究会の活動方針、計画の策定について（長野県を取り巻く状況、

長野県の現状等）の説明と意見交換 

 

 令和４年６月28日（第２回研究会） 

【協議事項】 計画の検討状況（現状と課題、未来像、取組の方向性等）の説明と

意見交換 

 

 令和４年９月２日（第３回研究会） 

【協議事項】 令和４年度政策評価（案）、計画の検討状況（政策の方向性等）の

説明と意見交換 

  

令和４年10月21日（第４回研究会） 

【協議事項】 計画の検討状況（答申素案）の説明と意見交換 

 

 令和４年11月21日（第５回研究会） 

【協議事項】 計画の検討状況（答申）の説明と意見交換 

 

令和４年12月27日（第６回研究会） 

【協議事項】 計画の検討状況（原案）の説明と意見交換 
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令和５年１月19日（第７回研究会） 

【協議事項】 計画原案に対する会派意見の取りまとめ、議長に提出する報告書の

内容決定 

 

３ 総合５か年計画（原案）に対する意見 
 
  研究会では、「経過」と「活動状況」に記載のとおり、執行部との意見交換を通じて

議論を深め、その都度、各委員から様々な提案を数多く行ってきました。 

その上で、これまでに提案のあった事項に加えて、昨年12月26日に公表された次期

総合５か年計画の原案に対して、改めて各会派から意見の提出があったところです。 

  提出された意見は、原案の内容について修正や充実を求めるもの、疑問点や更に明

確にすべき点などについて記載を求めるものなど、様々な内容となっています。 

これらの意見の全てについて、次のとおり整理して記載しています。 
 

 

原 案 に 対 す る 意 見 備  考 

No. 内      容 会派名 
原 案 

頁番号 

 

１ 

【第１編】 

第１章 長野県を取り巻く状況 

１ 少子化と人口減少の急速な進行 

１行目「2021年には・・・増す一方」を「2022年には過去最少の  人

と、想定を８年も上回るペースで少子化が深刻さを増す一方」に 

 

 

改革み 

 

 

P.4 

 

 

２ 東京一極集中から地方分散への動き 

６行目「2020 年から転出の超過幅が縮小しています。」を「転出の

超過幅が縮小し、2022 年には転入が転出を上回り 22 年ぶりに社会増

となりました。」に 

 P.4 

 

 

 

第３章 長野県の特性 

５ 大都市圏からのアクセスの良さ  

８行目「16年連続１位」を「17年連続１位」に 

それぞれ最新のデータを用いて修正すること。 

  

P.16 

２ 第２章 長野県人口の推移と将来展望 

２ 長野県人口の将来展望 

2027 年に県民希望出生率 1.61 を達成できるのか極めて疑問。前倒

しで進む少子化の状況を考えれば、社人研の現状維持推移ケースです

ら危ういのではないか。現況に基づく再試算が必要ではないか。 

 

改革み 

 

P.10～13 

 

３ 

【第３編】 

第１章 基本目標 

「確かな暮らし」とあるが、何をもって“確か”なのかは、県民に

伝わりづらいのではないか。「“安定した”暮らし」や「“安心ある”暮

らし」の方が分かりやすいのではないか。 

 

 

自民党 

 

 

P.26 
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４ ゆたかな社会を創る  

５行目の「（Well-being）」 

唐突感が否めず、脚注だけでは理解しがたい。第４次教育振興計画

の主柱でもあり様々な分野で使われてもいるが、もっと丁寧な説明を

すること。 

上記を一例として、アルファベット表記も含め用語解説数が非常に 

多いことが示しているように、全体を通して平易で読みやすい表現に

なっているとはいいがたい。県民が容易に理解できる表現を心がける

べきである。 

改革み P.26 

 

 

５ 

【第４編】 

第１章 政策の柱 

２ 創造的で強靭な産業の発展を支援する  

【めざす姿】の４行目 

「産業の生産性が向上し、県民所得が」を「産業の生産性が向上し、

食料自給率や県民所得が」に修正すること。 

 

 

改革み 

 

 

P.30 

６ 第２章 施策の総合的展開 

１ 持続可能で安定した暮らしを守る  

【達成目標】として 30by30※ 

２ 創造的で強靭な産業の発展を支援する  

【達成目標】として リカレント教育・リスキリング 

【達成目標】として 県内自給率関連 

３ 快適でゆとりのある社会生活を創造する  

【達成目標】として デジタル人材の養成数・確保数 

をそれぞれ加えること。 

３ 快適でゆとりある社会生活を創造する  

【達成目標】訪日外国人旅行者の観光消費額 については、2021 年の

現状ではなくコロナ前の数値を基準とすべきである。 

 

※2030 年までに陸と海の 30％以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする目標  

 

改革み 

 

 

P.40 

 

P.60 

P.62 

 

P.69 

 

 

P.78 

７ １－１②人と自然との共生社会の実現  

【施策の展開】 

５つ目の○に中央アルプス国定公園の整備や活用策についても追記

すること。 

別項目を立てて自然公園のオーバーユース防止対策の検討について

も言及すること。 

改革み P.40 

８ １－２①災害に強い県づくりの推進 

【施策の展開】◆逃げ遅れゼロに向けた避難対策の推進 

２つ目の○の「避難所ＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）」を「避

難所ＴＫＢ＋Ｗ（トイレ・キッチン・ベッド＋暖房）」に修正すること。 

改革み P.43 
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９ 

 

１－３②確かな暮らしを支える持続可能な地域公共交通の確保 

【施策の展開】◆持続可能で最適な交通ネットワークの構築 

１つ目の○の２行目「費用負担のあり方を含め検討を行い」を「費

用負担のあり方を含め、新たに設置する「交通政策局」が主導して検

討を行い」に修正し、10 個目の○は削除すること。 

改革み P.46 

10 １－４①健康づくりの推進 

【施策の展開】に「◆信州 ACE（エース）プロジェクトの推進」は記

載されているが、「運動」や「体を動かす事」を意識する記述があるべ

きと考える。 

県・公 P.47 

11 １－４ 健康づくり支援と医療・介護サービスの充実を図る 

４－５ 高齢者の活躍を支援する  

本県の健康寿命に対して、高齢者の有業率は大きな意味を持つと考

えるが、その記載がない。担い手不足という他項目での意味も含め、

高齢者の有業率について、さらに促進するべきと考える。 

県・公 P.47 

P.92 

12 １－４②充実した医療・介護提供体制の構築 

【施策の展開】◆医療提供体制の充実 

９つ目の○の１行目「まん延に備えるため、関係機関等と」を「ま

ん延に備えるため、感染症専門医・看護師の確保を推進するとともに、

関係機関等と」に修正すること。 

改革み P.49 

13 ２－１①成長産業の創出・振興 

【めざす姿】 

「魅力ある農林業が展開されています。」の記載について、この間の

食料危機等の現状を鑑みて、「魅力ある農林業が展開され、食料、材木

の自給率が高まっています。」に変更すること。 

共産党 P.56 

14 ２－１①成長産業の創出・振興 

【施策の展開】◆産業としての農林業の振興 

４つ目の〇の１行目「地域の核となる中核的経営体や、県内農業を

けん引する大規模経営体の育成と」との記載について。 

世界的にも家族農業の役割と位置づけが見直されている中で、５か

年計画においても明確にすることが望ましいと考える。よって、「家族

農業の支援とともに、地域の核となる中核的経営体や、県内農業をけ

ん引する大規模経営体の育成と」に変更すること。 

共産党 P.58 

15 ３－１②デジタルの力を活用した便利で快適な暮らしの実現 

【施策の展開】◆先端技術等の早期導入へのチャレンジ 

３つ目の○の１行目「組織体制」とは何の組織体制なのか明確では

ないことも含め、趣旨が読み取れるよう修正すること。 

改革み P.71 

16 ４ 誰にでも居場所と出番がある社会をつくる 

出番は自らが作るものであり、押しつけられ感を覚える方もいるの

ではないか。 

「誰もが必要とされ、居場所がある社会」「誰もが必要とされ、活躍

の場がある社会」の方が適していると考える。 

自民党 P.83 
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17 【第５編】 

新時代創造プロジェクトについて、総合計画審議会において議論が

なされているのか。審議会の答申（案）中には触れられていないが、

審議会委員とはどの段階で共有がされたものなのか。それとも答申が

された後に加えられたものなのか。 

 

改革み 

 

P.101～ 

18 第１編 現状と課題 第４章 これまでの取組の成果 において

「この評価結果を踏まえ、本計画の施策の改善や新たな施策の構築に

活かしていきます。」とされている。 

そうであれば、現計画の「重点目標」や「施策推進の基本方針」の

それぞれの項目について、次期計画期間の施策展開を示した第４編で

の関係する施策内容を、第５編の前段で体系化し示したうえで、新時

代創造プロジェクトの展開につなげていくべきである。 

改革み P.101～ 

19 【第６編】 

地域計画 

「諏訪湖への流入河川河口部を中心とした治水・利水浚渫や」を「諏

訪湖への流入河川河口部を中心とした治水・利水浚渫を進めるととも

に全体の浚渫の研究検討を開始し、」に変更すること。 

 

自民党 

 

P.131 

20 【第７編】 

１ 県民とのパートナーシップによる行政運営を推進する 

（１）県民起点の意識づけを徹底する 

「意識づけ」との文言は上から目線が感じられるように思う。「事務

事業を進めるうえで県民起点をスタートラインに置く」としたらどう

か。 

（３）県民参加による対話型の行政運営を推進する 

対話型の行政運営によって何が変わったかの「見える化」について

も言及すべきである。 

（４）多様な主体との共創を推進する 

「多様な主体とのあらゆる分野での共創を推進」とは具体的にどの

ようなものを指すのか例示すること。 

 

改革み 

 

P.184 

21 【全体】 

人口が減少して社会構造が変化していく、教育委員会など影響を受

ける部分がツッコミ不足の感を抱く。 

２０３０年問題等大きな変化に対する準備意識が軽い。 

 

県・公 

 

― 
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４ まとめ 
 
   研究会は、次期総合５か年計画の策定の進捗に合わせて、７回にわたり開催し、

執行部との意見交換を通じて、その都度、精力的に議論を行い、報告書を取りまと

めるに至りました。 

議長におかれましては、本提案がより良い計画案の策定に資するものとなるよう、

知事に対してお伝えいただくなど特段の取り計らいをお願いいたします。 

   以上をもちまして、長野県議会総合５か年計画研究会の報告といたします。 

 

 

 

 

 【長野県議会総合５か年計画研究会】 
 

自由民主党県議団 

改革・創造みらい 

県民クラブ・公明 

日本共産党県議団 


